
 

行政財産（ 土地・建物 ）使用許可申請書（案） 

                       
 
  下記市有財産（ 土地・建物 ）について、別紙理由書のとおり使用許可を受けたいので、

関係書類を添付のうえ申請します。 
申請人は、本件申請にあたり市に提出した個人情報について、市が暴力団排除のため福岡

県警察への照会確認に使用することに同意します。 

また、申請人が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（申請人が

法人の場合、当該法人の役員が暴力団員に該当した場合を含む。）に該当したときは、許可

しないこと、又は許可を取り消すことについて同意します。 

                                            
記 

 

    １ 使用財産                                                                   
       (1)名称                                                                      
       (2)所在地                                                                    
       (3)数量                                                                      
       (4)使用部分   別添図面のとおり     
                                          
    ２ 使用目的                                                                   
 

 

    ３ 使用期間                                                                    
 

    
     年  月  日                                                             
 

      （宛先）福岡市長                                                              
                      申請者住所                             
 

                                      氏名                             
 

（電話               ） 

           
（備考） 

１ 市有財産を使用する理由を記載した理由書を添付すること。 

２ 個人にあっては住民票の写しを、法人にあっては登記事項証明書を添付すること。 

３ 申請者が市町村税を滞納していない旨の証明書を添付すること。 

注１） 市内に住所又は本店、支店、営業所等を有する者については、本市が交付する納税証明のうち

「市税に係る徴収金（本税及び延滞金等）に滞納がないことの証明」がなされているもの 

注２） 注１）に規定する者以外のものについては、注１）の証明書に加え、居住地（所在地）市区町

村が交付する証明書で、直近２年度分の市町村税に滞納がないことが確認できるもの 

４ その他必要に応じ関係書類を添付すること。  

別紙 11-３ 行政財産（土地・建物）使用許可申請書（案） 



 

 (参考例) 

理 由 書 

   
 

 

 

     
     以下の理由により申請します。 

       

       

       

       

       

       
       
       
       
 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

役 員 等 名 簿 

 

 

【法人名                      】※該当する元号・性別を○で囲んでください。 

区

分 
役 職 氏 名 カ ナ 氏 名 

生年月日 

性別 
明治：Ｍ 

大正：Ｔ 

昭和：Ｓ 

平成：Ｈ 

年 月 日 

１        男・女 

２        男・女 

３        男・女 

４        男・女 

５        男・女 

６        男・女 

７        男・女 

８        男・女 

９        男・女 

10        男・女 

11        男・女 

12        男・女 

13        男・女 

14        男・女 

15        男・女 

※収集した個人情報については当該事務に関して警察本部への照会確認のみに使用し、その他の目的には使用しません。 

 



 

【使用許可書（案）】  
                                       ○○第   号 

                                                                     年 月 日 

  ○○○○○    様 

                                                          福岡市長 ○○ ○○ 

 

行政財産目的外使用許可書 

 

 ○年○月○日付で申請があった福岡市行政財産の使用については、地方自治法第２３８条の４第

７項及び福岡市公有財産規則第２５条の規定に基づき、下記により許可（以下「本許可書」という。）

します。なお、本許可書で別段定義する場合を除き、本許可書において使用する用語は、今宿野外

活動センターリニューアル事業 事業実施協定（以下「事業実施協定」という。）における定義に基

づくものとする。 

 

記 

 

（使用許可財産） 

第１ 使用を許可する財産（以下「使用財産」という。）は、次のとおりとする。 

  (1) 名 称 

  (2) 所在地 

  (3) 数 量 

  (4) 使用部分 別図のとおり 

 

（使用する用途） 

第２ 使用者は、使用財産を本事業における新たな魅力創出事業の実施のため、事業実施協定、公

募要綱等及び提案書に基づく範囲内の用途で使用しなければならない。 

 

（使用許可期間） 

第３ 使用許可期間は、   年 月 日から   年 月 日までとする。 

２ 使用許可の更新を受けようとするときは、使用期間満了の 30 日前までに継続許可申請書を提

出しなければならない。 

 

（使用料及び延滞金等） 

第４ 使用料は金○○○○円とし、福岡市（以下「本市」という。）の発行する納入通知書により、

第７に規定する納付期限までにその納付額を本市の指定する金融機関に納付しなければならな

い。ただし、第５により使用料が改定された場合は、当該金額を使用料とし、差額については、

追加徴収する。 

２ 使用料を納入期限までに納付せず、督促を受けた後に納付する場合は、その納付期限の翌日

から納付の日までの期間に応じ、当該使用料（1,000 円未満の端数があるときは、これを切り

捨てる。）について年 14.6 パーセント（当該納付期限の翌日から１月を経過する日までの期

間については、年 7.3 パーセント）とするが、当分の間、各年の延滞金特例基準割合(租税特別

措置法(昭和 32 年法律第 26 号)第 93 条第 2 項に規定する平均貸付割合に年 1 パーセントの割合

を加算した割合をいう。以下同じ。)が年 7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中に

おいては、年 14.6 パーセントの割合にあつてはその年における延滞金特例基準割合に年 7.3 パ



 

ーセントの割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特例基準割

合に年 1 パーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が年 7.3 パーセントの割合を超え

る場合には、年 7.3 パーセントの割合)を乗じて得た額に相当する延滞金（100 円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。）を徴収する。ただし、使用料の額が 2,000 円未満である場

合又は延滞金の額が 1,000 円未満である場合においては、徴収しない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365 日当たりの割合

とする。 
４ 既納の使用料は、還付しない。ただし、本市が還付することが適当であると認めた場合は、使

用料の全部又は一部を還付できるものとする。 

 

（使用料の改定） 

第５ 市長は、経済情勢の変動、福岡市行政財産関係条例及び規則等の改廃その他の事情の変更に

基づいて特に必要がある場合には、使用料を改定することができる。 
 

 （経費の負担等） 

第６ 使用者は、使用財産に附帯する電気設備等の使用に必要な電気料等（以下「経費負担料」と

いう。）を負担しなければならない。 

  ２ 前項の経費負担料は、本市の発行する納入通知書により、その指定する納付期限までにその

指定する金融機関に納付しなければならない。 

  ３ 経費負担料を納付期限までに納付せず、督促を受けた後に納付する場合は、第４第２項の規

定に準じて算出した額の延滞金を徴収する。 
 

 （納付期限等） 

第７ 使用料の納期、納付期限、及び納付金額は次のとおりとする。 
  納期 納付期限 使用料 

第１期    年 月 日  

第２期    年 月 日  

第３期    年 月 日  

第４期    年 月 日  

 
 （物件保全義務等） 

第８ 使用財産は、地方自治法第２３８条の４第７項に規定する制限の範囲内で使用させるもので

あり、使用者は、善良な管理者の注意をもって維持保全しなければならない。 

２ 前項の維持保全のため、通常必要とする修繕費その他の経費はすべて使用者の負担とし、その

費用は請求しないものとする。 
 

 （使用上の制限） 

第９ 使用者は、使用期間中、使用財産を第２に規定する用途以外の用に供してはならない。 

２ 使用者は、使用財産について、修繕、模様替えその他の行為をしようとするときは、事前に書

面をもって市長の承認を受けなければならない。 

３ 使用者は、使用財産を他の者に使用させ、又は担保に供してはならない。 

 
 （届出事項） 



 

第 10 使用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに書面をもって市長に届け出なけ

ればならない。 

    (1) 使用者の名称又は住所に変更があったとき。 

    (2) 行事等により通常の使用と異なった使用をしようとするとき。 

    (3) 使用の期間を短縮し、又は使用を廃止しようとするとき。 

    (4) その他使用許可申請事項に変更があったとき。 

  

（使用許可の取消又は変更） 

第 11 次の各号のいずれかに該当する場合は、使用許可の全部若しくは一部を取消し、又は変更す

ることがある。 

(1) 事業実施協定第 40条に定める事由が生じた場合 

    (2) 使用財産を公用又は公共用に供するため必要とするとき。 

    (3) 使用者が、許可条件に違反したとき。 

    (4) 使用者が、故意又は過失により使用財産に損害を与えたとき。 

２ 前項の規定により、使用許可の全部若しくは一部を取消し、又は変更した場合において、使用

者に損害が生じても、その賠償の責を負わない。 
 
 （暴力団等関与に対する使用許可の取消） 

第 12 市は、使用者が次の各号のいずれかに該当する者であることが判明したときは、使用許可の

取消しをすることができる。この場合において、取消しにより使用者に損害があっても、市はそ

の損害の賠償の責を負わないものとする。 

(1) 福岡市暴力団排除条例（平成 22年福岡市条例第 30号。以下「条例」という。）第２条第

２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

(2) 役員のうちに暴力団員に該当する者がいる法人 

(3) 次に掲げる条例第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）若しくは暴力

団員と密接な関係を有する者 

ア 暴力団員が経営に事実上参加している事業者 

イ 暴力団員の親族等が代表取締役を務めているが、実質的には当該暴力団がその運営を支

配している事業者 

ウ 暴力団員であることを知りながらその者を雇用・使用している者 

エ 暴力団員であることを知りながら、その者と下請け契約又は資材、原材料の購入契約等

を締結している者 

オ 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与している者 

カ 役員等が暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難され

る関係を有している者 

 

（原状回復） 

第 13 使用者は、使用期間が満了したとき又は第 11及び第 12により許可を取り消されたときは、

直ちに使用財産を原状に復して返還しなければならない。ただし、市長が特に承認した場合は、

この限りでない。 

２ 使用者が原状回復の義務を履行しないときは、市長は、使用者の負担においてこれを行うこと

ができる。この場合、使用者は何等異議を申し立てることができない。 
 

 （損害賠償） 



 

第 14 使用者は、その責に帰する事由により使用財産の全部又は一部を滅失し、又はき損したとき

は、速やかに市長に報告すると共に、その損害を賠償しなければならない。ただし、損害の賠償

については、第 13の規定により使用財産を原状に復した場合は、この限りでない。 

２ 使用者は、使用財産の使用により第三者に損害を与えた場合は、その損害の賠償の責を負わな

ければならない。 

３ 前２項に定める場合のほか、使用者は、この許可書に定める義務を履行しないため、本市に損

害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 
 

 （有益費等の請求権の放棄） 

第 15 使用者は、使用財産について支出した有益費、必要費その他の費用があっても、これを市に

請求することができない。 
 

 （実地調査等） 

第 16 市長は、使用財産について、随時実地を調査し、使用者に対して資料の提出又は報告を求め、

その他使用財産の維持使用に関し必要な指示をすることができる。 
 

 （疑義の決定） 

第 17 本許可書に定めのない事項については、事業実施協定の定めに従うものとし、事業実施協

定にも定めのない事項について定める必要が生じたとき、又は本許可書に関し疑義が生じたと

きその他使用財産の使用について疑義を生じたときは、すべて市長の決定するところによる。 
 
（事業実施協定の適用） 

第 18 事業実施協定のすべての条項は本許可書の一部とみなされ、使用者は当該条項を遵守するも

のとする。 

 

 
 
                                                               
  


